
  

 

○地域の診療所医師を対象として、指定二次救急医療機関（小児科）で小児医療にかかる臨床研修を実施し、区市町村が行う小児初期救急診療事業に参加する医師の確保を図る。 
○研修実施医療機関で研修会を開催し、地域で小児救急医療に取り組む医師相互の情報交換・症例報告及び地域医療機関の連携を図る。 
 

＊さらに、診療所の医師及び指定二次救急医療機関（小児科）の医師・看護師を対象とした「小児救急コース」を新たに設け、診療所医師の臨床研修・小児初期救急事業への一層の参加を促す 
   とともに、指定二次救急医療機関に従事する職員の小児重症患者への対応力向上を図り、小児救急医療全体の充実を図る。 
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■ 地域の診療所医師を対象として、小児科二次救急医療 
   機関等で小児医療にかかる臨床研修を実施（都医師会委託） 
  
 ア  受講者の推薦 
     受講希望者→地区医師会→都医師会 
 
 イ  受講者の決定 
      小児初期未実施地区の受講希望者を優先 
 
 ウ   臨床研修実施病院 
    休日・全夜間診療事業実施医療機関    
 
 エ  実施規模 
    １１名、修了要件：１２単位（４８時間） 
     ※うち0.5単位は右記「３小児救急研修会」と合同開催 

 

■ 地域の医療機関の連携を図るため研修会開催 
   （都医師会委託） 
        
 ア 参加対象 
     臨床研修受講者、近隣の開業医、臨床研修指定病院 
       の医師等 
 
 イ 実施内容 
    症例報告や小児医学的知見等の情報交換等 
 
 ウ 実施規模 
    １０回 

１ 臨床研修 ２ 地域研修会 
 

■ 小児救急医療を担う人材の掘り起こしや臨床研修の参加を促進する研修 
   を実施（直営） 
  ア 参加対象 
   地域の診療所医師     
 イ 実施内容 
   小児救急に関する研修、小児初期救急についての講演 など   
 ウ 実施規模 
    ２回（区部・多摩） 

３ 小児救急研修会 

 ◇小児初期救急コース（対象者 ： 地域の診療所医師） 
 

   〔対象研修・規模〕 
    ・JPLS（小児診療初期対応コース）：日本小児科学会    10人 
   ・BLS（一次救命処置コース）：アメリカ心臓協会           １0人 
   ・ITLS Pediatricコース（病院前外傷救護・小児コース）：ITLS日本支部 10人 
 
 ◇小児二次救急コース（対象者 ： 指定二次救急医療機関（小児科）の医師又は看護師） 
 

      〔対象研修・規模〕 
   ・PEARS（小児救急評価・認識・病態安定化コース）：アメリカ心臓協会  36人 
   ・PALS（小児二次救命処置コース）：アメリカ心臓協会             36人 
   ・トリアージナースコース：日本救急看護学会                    18人 
   ・JATEC（外傷初期診療ガイドライン）：日本外傷診療研究機構      18人 
 
 ＊委託実施を検討 

【参考：平成３０年度開催状況】 
 ○平成３０年９月８日（土) 場所：武蔵野スイングホール 
  ・テーマ「かかりつけ医だからこそできる小児救急初期診療」 
  ・講師：都立小児総合医療センター 
       救命・集中治療部救命救急科 伊原崇晃先生、朱田博聖先生 
 ○平成３１年２月２４日（日）＊予定 場所：東京都医師会 
  ・テーマ「こどものケガ・熱傷・誤飲」 
   ・講師：国立成育医療研究センター 総合診療部救急診療科 植松悟子先生 

【新】 小児救急コース 

区市町村

小児二次救急
指定医療機関

症例報告・情報交換

２ 地域研修会実施

地域の
一体的取組へ

小児初期救急事業

臨床研修

１ 臨床研修実施

３ 小児救急研修会実施

・小児救急に関する研修
・小児初期救急に関する
講演

など

【新】
小児救急ｺｰｽ

【小児初期救急コース】
診療所の医師対象

（JPLSなどの外部研修参加）

【小児二次救急コース】
小児二次救急指定医療機関の医師・看護師対象

（PEARSなどの外部研修参加）

◆内科医等：臨床研修参加への動機付け

◆小児科医：小児初期救急事業参加への動機付け

◆小児二次救急指定医療機関の医師・看護師：
専門知識・技術の習得により対応力向上

【ねらいと効果】

◇ 初期救急と二次救急の役割分担の促進

◇ 初期救急医療機関における軽症患者への対応力向上、二次救急医療機関の負担軽減

◇ 二次救急医療機関におけるより適切な治療の促進

都を通して研修修了者の情報提供・人材確保

小児初期救急事業の開始
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小児初期救急事業
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